
平成22年10月之2日判決昔渡耶鹿本帝収裁判所書記官

平成22年（ワ）弟15921号不当利得返還請求事件

口頭弁論終結日　平成22年9月3日

t判

昏　－

原告ら訴訟代理人弁護士　　　田　　中　　■庄　　司

同訴訟復代理人弁償士　　　無　　札　　大　．祐

乗京都中央区晴海1－8－10トリトンスクエアⅩ楼

・被　　　　　告　　　　C－FJ合．同　会　社

同代表者代表社員　　　・CFJホールディングス株式

一　会社

向こ職喜経執行　者

何訟代理人支配人
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＼ 1被告は．原掛　　　に対し，642万1531円及びう

ち162万14’1ユ円k対する平成22年2月12日から，

うち267万5t29き円た対する平成22年2月24日から一

うちユ73方針158円に対する平成22年2月24日垂ら，

それぞれ支払済みまで年5分の割合七よる金員を支払え。

2　披告札原告　　　に対し，66万9346円及びうち

61万8331円に対する平成22年1月24日から支払済

みまで年5分の割合による金員を支払え。

3　原昏　　　のその余の請求を棄却する。
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4　訴訟費用軋被告の負胞とする。

5　この判決は，弟1項及び弟2項尤ついて．仮に執行するこ

とができる。

．辛夷及び理由

第1請求の趣旨

1主文第1項と国旨

2　被盲引丸原告　　　に対し，82万3727円及びうちユ6万1704円

に対する平成1’4年6月4日から，うち61万8331円に対する平成22年1月

24日から．．それぞれ支払済みまで年5分の割合庭よる金員を支払え。

第2　事案の概要

1應件は，原告らそれぞれが，貸金業着である被告（被告が吸収合併した会社

．．を含む．）との間で，稚折田に金銭の借入れと返済とを練り返す取引を，庶昏

r∴－・kついて朋臓計算書1の1ないし向1の3記載のとおり，原骨■：については別

：∴．亡祇計算書2の1及び何2の2記載のとぉり行っていたところ．利息制限法所定の制

′　1
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限利率を超えて利息むして支払われた部分（以下「制限超過部分」という。）を元

本に充当する（以下，こP計算方法を「引直計算」という。）と，過払金が琴生し

ており，かつ，被告は過払金の取得が法律上の原因を欠くものでおることを知って

いたと主張して，被告に対し」不当利得返運漕求掛こ基づき，過払金及び民法70

4粂前段所定の利息（以下「法定利息」という。）の支払を求めた事案である．な

．お，原告　臥被告の指摘を受け一別紙計算書2め1田載のうち，平成3年10

月10日40万円借入れが，同年1月10E140万円の借入れの誤りであったこと

を陛めた．岡部分を訂正したものが別餓計算書2の3である。

披昏吼原昔．七の間で，別紙計算書1の1ないし同1の3記載の取引を行い，

原音　との聞で別覇計算音2の2及び陶2の3貫己載の取引が行われた七とは認め．

①原告　との間の別紙計算春2の3記載の取引について軋貸金残金があるとし

て，別耕計算睾2の2育己載の取引に基づく過払金返漫請求権と相殺する，②被告が
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過払金について悪意の受益者であること否認する，・と主張した。．・

．第3　当裁判所の判断　　　　　　　　・
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1原告　と被告との間で，別紙計算琶1のユないし同1あ3記載の・取引が行

われ・原儀　と被告との間で，別紙計算啓2の2及び同2の3記載の取引が行わ

・れた乙とについてほ，当事者間に争いがない。

2：悪意の受琴者について（被告の主張②）

故告が貸金業着であることからすれば，・被曹が原告らとの各取引における約定利

率が利息制限法所定の軸限利率を超えるものであることを知り蜘†ら一原告－らに対

する貸付けを行い，原告らから尉限超過部分を含む弁済金を受領していだことは明

ちかであるから，その受御こうい耳平成18年法律弟115号による改正前の貸金

業b親制等に関する法律43条1項のみなし弁済（以下「みなし弁済Jという。）

．．の適用が艶められない場合をこ臥その適用があるとの認哉を有しており，かつ，そ

のような認或を有するに至ったことkついてやむを得ないということができる特段

の事情があ予ときでない限り，民法704条ゐ悪感の受益者であると推矩きれるも

のというべ曹である。

そして．上記特疲の事情があるといえるために札・少なくとも，被告が原告らと・

の各取引kついていわゆる17粂書簡及び18条章両を交付していたことを立証す

亭必翠があるところ，被告机上記事面を交付していたととについて，別紙計算琶

‥1■の1音己載の取引の†部についてしか具体的な立証を行っていないから（単軋そ

の当時の一般的な菓務態勢につい七草頚立証するのみでは不十分であ凱），上記

特段の事情があると縛めることはできない。

したがって，被曹は，惑革の受益者に該当する。

3　引準計算虹ついて

以上を前線払渡告らと被告との取引について引笹計算を行うと，・原告　の取

引について吼別紙計算書1の1な・いし同1の3の各取引終7日欄記載のとおり∫

原告　主張の過払金及び未払法定利息が発生していることが認められ，原膏
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の別紙計算草2の2田載の取弓lについて軋同計算善の旅引耗了日棚記載のとおり，

原告：主張の過払金及び未払法定利息が発生していることが謎められるが，別紙

計算零2の3記載の取引について乱用計算事の確柑l終了日柵記載のとおり貸金残

金が為ることが認められる。

4　相殺の主張（被告の主張①）について

前項で験罰したようIこ，原告：・の別紙計算害2の3紆戟の取引についてlも取

引終了日である平成14年6月3日時点において貸金残金があることが認められる。

しかしながら，硬昏粗金融業者であるから上市貸金ほ師事債権であり．平成14年

し・　当時の取引匪ついては支払を怠った墟創こ糊隕の利益を喪失する旨の約定が定めl

られているのが通常であったことからすると，上記貸金債権が，別紙計算書2の■2

記載の取引に基づく過払金返還請求凝が発生した同取引の終了日．であ’る平成22年

ユ月23日の時点において時効によって消滅していたことは明らかである。

原告　が，被告に対し，平成22年7月9日の本件口頭弁論期日において，上

肥時効を援用する旨の意思表示をしたことは，当裁判所に顔曹な事実であ富凸

したがって．被告の相磯の主動ま採用することができない。

第4　結論

．よって，原告・の請求については理由があるからこれを認容し一原告　の請

（．・l求については摘計算書2のほ載の鮒に基づき主文2項紆載の請離求め畠限

度で理由があるからその範囲で認容し．その余の範囲にフいては理由がないからこ

．れを棄却し一訴訟費用について軋原告　の請求が棄却される晴朗‡尿替らの務

求のごく一部にとどまることから．民訴法64粂ただし乱　61条を適用して全部

を被告の負担とすることとして，主文のとおり判致する。

東京地方裁判所民事6部

裁判官　　　唐　　木　　　時　　之
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これは正本である
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東京地方裁判所民事第6部

裁判所春記盲　鮎感

看官　†∩．nnRqて∩


